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公益財団法人産業雇用安定センター概要

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

（平成23年） （平成24年） （平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年） （平成29年） （平成30年） （令和元年） 2月末

目標値 80,000 80,000 90,000 110,000 120,000 130,000 150,000 160,000 170,000 180,000

実　 績 97,076 98,253 110,264 129,509 147,587 168,358 190,839 187,490 175,508 93,375

目標値 45% 49% 49% 60% 60% 61% 61% 64% 66% 67%

実　 績 60.6% 56.9% 65.8% 60.1% 61.3% 61.8% 69.5% 68.1% 63.1% 61.0%
※成立率は2016年度（平成28年）よりキャリア人材バンク除く

評価対象項目

事業所訪
問件数

成立率

１ 設立目的等

２ 事業内容等

送出企業 出向・移籍による

失業なき労働移動

受入企業

・送出情報等

の収集

・受入情報 等の提供

・人材送出に係る相談、

援助

・受入情報等

の収集

・送出情報 等の提供

・人材受入に係る相談、

援助

公益財団法人産業雇用安定センター

・会費

・出向等支援協力員の派遣

企業訪問

国からの補助金
（2020年度 予算額 40.6億円）

○雇用保険料を払っている事

業主に対する均等サービス

○出向・移籍支援は、無料で

実施

自主事業

４ 政策目標値と実績

賛助会員企業

約７，４００社

○雇用保険二事業の事業主負担分

からの補助金

各種セミナー等の実施
（企業間交流セミナー、再就職支援セミ

ナー、キャリアデザインセミナー、人事

労務管理セミナー、広報誌の発行）

○ 産業構造変化、国際化の進展等に伴う労働力需給の変化に対応した労働力の産業間、企業間移動の円滑化に

寄与するため、事業主等に対して、出向・移籍による失業なき労働移動に関する情報提供・相談・あっせん等を行う。
○ １９８５年（昭和６０年）のプラザ合意を契機とした急激な円高による鉄鋼・造船不況に伴い、産業界が国の支援を得て、

１９８７年（昭和６２年）３月、１３の産業団体（※）が５，２５０万円の基本財産を拠出して設立。

※ 一般社団法人日本造船工業会、一般社団法人日本鉄鋼連盟、電気事業連合会、一般社団法人全国銀行協会、

一般社団法人日本自動車工業会、一般社団法人日本電機工業会、一般社団法人セメント協会、日本化学繊維協会、

日本製紙連合会、日本石炭協会*、日本紡績協会、一般社団法人日本民営鉄道協会、一般社団法人日本船主協会

*１９９７年（平成９年）７月に解散し、一般財団法人石炭エネルギーセンターに統合

３ 組織（職員数 ７１１人）(2021.3.1 現在)

本 部（職員数 ４７人）

（東京都江東区亀戸）

全国４７都道府県事務所

（職員数 ６６４人、

うち出向等支援協力員 ５０９人）
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公益財団法人産業雇用安定センター概要

2021年2月末

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
出向成立 2,680 3,629 3,315 2,361 2,220 2,024 2,073 1,678 1,240 2,381

移籍成立 5,902 6,413 6,109 6,134 6,339 6,157 6,533 6,963 8,177 7,271

成立合計 8,582 10,042 9,424 8,495 8,559 8,181 8,606 8,641 9,417 9,652

受入情報 41,226 46,858 53,360 58,753 70,167 76,253 99,165 104,732 111,421 92,719

送出情報 14,155 17,664 14,326 14,137 13,963 13,453 12,906 13,853 15,675 16,792

事業所訪問件数 97,076 98,253 110,264 129,509 147,587 168,358 190,839 187,490 175,508 93,375

成立率 60.6% 56.9% 65.8% 60.1% 61.3% 61.8% 69.5% 68.1% 63.1% 61.0%

※成立率は2016年度（平成28年）よりキャリア人材バンク除く
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公益財団法人産業雇用安定センター業務運営状況
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2019年度 業種別 出向・移籍別成立状況
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移籍

出向

（人） （人）

農業・林業、漁業、鉱業等

建設業

　[製造業]  　食料品

繊維

化学

プラスチック製品

鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

はん用機械器具

生産用機械器具

業務用機械器具

電子部品・デバイス・電子回路

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸・郵便業

卸売・小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務、その他

1. 成立数 9,417人のうち同一業種間成立数は 3,694人で、同一業種間の成立割合は 39.2%。

2. そのうち製造業は 2,172人で、 58.8%を占めている。

3. 製造業内同一業種成立は 744人で 34.3%。 65.7%は製造業内異業種への労働移動となっている。
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企業規模別成立状況（2019年度）
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⇒総じて大企業から中小企業への労働移動となっている。
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出向 1,678 

出向 1,240 

移籍 6,963 
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キャリア人材バンクの概要
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雇用シェア（在籍型出向制度）を活用して、
従業員の雇用を守る企業を無料で支援します

新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用過剰となった企業が従業員の雇用
を守るために、人手不足等の企業との間で雇用シェア（在籍型出向）を活用しようとする場
合に、双方の企業に対して出向のマッチングを無料で行います。（以下「雇用を守る出向支
援プログラム２０２０」をご参照ください）

産業雇用安定センターとは

全国４７都道府県の県庁所在地に当センターの事務所があり、無料にて
企業からのご相談を承ります。

概 要

お問い合わせ先

産業雇用安定センターは、企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」
を実現するため、1987年に国と事業主団体等が協力して設立された公益財団法人です。
設立以来、21万件以上の出向・移籍の成立実績があります。

（センターＨＰ）
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